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(注)  １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

  

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれている事業の内

容について、重要な変更はありません。 

なお、その他の関係会社であった野村ホールディングス株式会社は、平成25年４月10日付でその保有する当社株式

の一部を売却したため、その他の関係会社に該当しないこととなりました。 

この結果、平成25年９月30日現在では、当社グループは、当社、子会社３社およびその他の関係会社１社により構

成されることとなりました。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第57期 

第２四半期 
連結累計期間 

第58期 
第２四半期 
連結累計期間 

第57期 

会計期間 
自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日

自  平成25年４月１日 
至  平成25年９月30日 

自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日

営業収益 (百万円) 8,118  14,135  18,049

経常利益 (百万円) 367  1,427  1,205

四半期(当期)純利益 (百万円) 469  931  891

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 330  1,108  1,553

純資産額 (百万円) 24,062  25,962  25,094

総資産額 (百万円) 44,548  61,478  52,534

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額 

(円) 18.43  36.59  35.04

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) 18.39  36.49  34.95

自己資本比率 (％) 52.3  40.9  46.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △794  313  △1,465

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,109  △36  △1,712

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,129  2,187  2,968

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) 5,264  7,294  4,829

回次 
第57期 

第２四半期 
連結会計期間 

第58期 
第２四半期 

連結会計期間 

会計期間 
自  平成24年７月１日
至  平成24年９月30日

自  平成25年７月１日 
至  平成25年９月30日 

１株当たり四半期純利益金額 (円) 2.84  32.43

２【事業の内容】
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当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が

判断したものであります。 

  

(1) 経営成績の分析 

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の金融政策や経済対策による景気回復への期待感から円

安や株価上昇もあり、着実な持ち直しの動きが見られました。 

このような状況の下、当社グループは中期経営計画（平成23年度から平成25年度まで）の最終年度となる平成25

年度において、『本格的な業容拡大』の実現を果たすため、引き続き、「サービスの高品質化・高付加価値化」お

よび「業務体制の効率化」を柱とした諸施策に鋭意取り組んでおります。 

当第２四半期連結累計期間の経営成績につきましては、ＮＩＳＡ（少額投資非課税制度）関連業務の受託開始や

株式市況の回復により業務量が増加したこと、また、平成24年７月に連結子会社となったケーシーエス株式会社の

業績が加わった影響等により、営業収益は141億35百万円（前年同四半期比74.1％増）、営業利益は13億45百万円

（前年同四半期比343.6％増）、経常利益は14億27百万円（前年同四半期比288.9％増）となりました。なお、金融

商品取引責任準備金繰入れを特別損失に計上したこと等により、四半期純利益は９億31百万円（前年同四半期比

98.5％増）となりました。 

  

セグメント別の状況は、以下のとおりであります。 

  

① バックオフィス事業 

バックオフィス事業におきましては、ＮＩＳＡ（少額投資非課税制度）関連業務の受託開始により口座開設業

務やメーリング業務等が大幅に拡大いたしました。これらの結果、営業収益は83億48百万円（前年同四半期比

121.0％増）、セグメント利益（営業利益）は８億23百万円（前年同四半期比７億99百万円増）となりました。 

  

② ＩＴサービス事業 

ＩＴサービス事業におきましては、平成24年７月に連結子会社となったケーシーエス株式会社の業績が加わっ

た影響等により、営業収益は43億42百万円（前年同四半期比23.0％増）、セグメント利益（営業利益）は２億17

百万円（前年同四半期比2.0％増）となりました。 

  

③ 証券事業 

証券事業におきましては、株式市況の回復により顧客証券会社からの委託手数料や信用取引に伴う金利収入等

が増加いたしました。これらの結果、営業収益は12億61百万円（前年同四半期比102.4％増）、セグメント利益

（営業利益）は１億61百万円（前年同四半期比365.8％増）となりました。 

  

④ 金融事業 

金融事業におきましては、引き続き証券会社との提携を推進し、営業収益は１億83百万円（前年同四半期比

1.1％減）となりました。また、株式市況の回復を受けて貸倒引当金繰入額が減少したこと等により、セグメン

ト利益（営業利益）は１億50百万円（前年同四半期比１億52百万円改善）となりました。 

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2) 財政状態の分析 

当第２四半期連結会計期間末における資産合計は614億78百万円で、前連結会計年度末に比べ89億43百万円増加

しました。これは主に、営業貸付金、ソフトウエア等が減少した一方で、現金及び預金、信用取引資産、短期差入

保証金等が増加したことによるものです。また、負債合計は355億15百万円で、前連結会計年度末に比べ80億75百

万円増加しました。これは主に、短期借入金、信用取引負債、短期受入保証金等が増加したことによるものです。

純資産合計は259億62百万円で、前連結会計年度末に比べ８億68百万円増加しました。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況の分析 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は72億94百万円となり、前

連結会計年度末より24億64百万円増加しました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は次のとおりで

あります。 

  

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

３億13百万円の資金の増加（前年同四半期は７億94百万円の資金の減少）となりました。これは主に、税金等

調整前四半期純利益12億92百万円、信用取引資産の増加額36億49百万円、短期差入保証金の増加額38億70百万

円、短期受入保証金の増加額36億４百万円によるものであります。 

  

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

36百万円の資金の減少（前年同四半期は11億９百万円の資金の減少）となりました。これは主に、無形固定資

産の取得による支出３億32百万円によるものであります。 

  

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

21億87百万円の資金の増加（前年同四半期は21億29百万円の資金の増加）となりました。これは主に、短期借

入金の純増加額24億43百万円によるものであります。 

  

(4) 事業上および財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および

新たに生じた課題はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

当社グループでは、ＩＴサービス事業の製品のひとつであるＤｒｅａｍシリーズの新機能に関する研究開発投資

を行い、機能充実による営業収益拡大を推進しております。 

なお、当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、45百万円であります。 

  

(6) 生産、受注及び販売の実績 

当第２四半期連結累計期間において、販売の実績に著しい変動がありました。その内容については、「(1) 経営

成績の分析」をご参照ください。 
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①【株式の総数】 

  

  

②【発行済株式】 

  

(注)  提出日現在の発行数には、平成25年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式  66,240,000

計  66,240,000

種類 
第２四半期会計期間末

現在発行数(株) 
(平成25年９月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成25年11月12日) 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式  25,537,600 25,537,600
東京証券取引所 
(市場第一部) 

単元株式数は100株で
あります。 

計  25,537,600 25,537,600 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成25年９月30日  － 25,537,600 － 8,903  －  11,727
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①【発行済株式】 

（注）１  「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権10

個)が含まれております。 

２  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が39株含まれております。 

  

（６）【大株主の状況】

平成25年９月30日現在

氏名または名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

株式会社野村総合研究所 東京都千代田区丸の内１丁目６番５号  10,513  41.16

野村ホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９番１号  3,570  13.98

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２番１号  699  2.73

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号  699  2.73

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号  690  2.70

株式会社池田泉州銀行 大阪市北区茶屋町18番14号  572  2.24

株式会社みずほ銀行(常任代理人  資

産管理サービス信託銀行株式会社) 

東京都千代田区丸の内１丁目３番３号

(東京都中央区晴海１丁目８番12号) 
 565  2.21

藍澤證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目20番３号  496  1.94

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社(信託口) 
東京都港区浜松町２丁目11番３号  366  1.43

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社(信託口) 
東京都中央区晴海１丁目８番11号  338  1.32

計 －  18,510  72.48

（７）【議決権の状況】

  平成25年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式(自己株式等) － － － 

議決権制限株式(その他) － － － 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

－ － 
普通株式  80,400

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

 254,432 － 
 25,443,200

単元未満株式 
普通株式 

－ － 
 14,000

発行済株式総数  25,537,600 － － 

総株主の議決権 －  254,432 － 
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②【自己株式等】 

  

  

該当事項はありません。 

  

  

  

  平成25年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数

(株) 

他人名義 
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
株式会社だいこう証券ビ
ジネス 

  
東京都中央区日本橋兜町
13番１号 

80,400  －  80,400  0.31

計 － 80,400  －  80,400  0.31

２【役員の状況】

３【その他】

（１）【自己資本規制比率】

      
前事業年度末 

(平成25年３月31日) 
(百万円) 

当第２四半期会計期間末 
(平成25年９月30日) 

(百万円) 

基本的項目   (Ａ) 22,666 23,415 

補完的項目 

その他有価証券評価 
差額金(評価益)等 

  604 719 

金融商品取引責任準備金等   243 427 

一般貸倒引当金   79 81 

計 (Ｂ) 927 1,228 

控除資産   (Ｃ) 11,723 10,993 

固定化されていない 
自己資本 

(Ａ)＋(Ｂ)－(Ｃ) (Ｄ) 11,869 13,650 

リスク相当額 

市場リスク相当額   532 449 

取引先リスク相当額   374 437 

基礎的リスク相当額   1,801 2,396 

計 (Ｅ) 2,708 3,282 

自己資本規制比率 (Ｄ)／(Ｅ)×100   438.2% 415.8%
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① 有価証券の売買の状況(証券先物取引等を除く) 

イ  株券 

  

ロ  債券 

  

ハ  受益証券 

  

ニ  その他 

  

(受託取引の状況)    上記のうち受託取引の状況は、次のとおりであります。 

  

② 証券先物取引等の状況 

イ  株式に係る取引 

  

ロ  債券に係る取引 

該当事項はありません。 

（２）【有価証券の売買等業務】

区分 受託(百万円) 自己(百万円) 合計(百万円) 

前第２四半期累計期間 
(自  平成24年４月１日 

  至  平成24年９月30日) 
846,256 2,240  848,496

当第２四半期累計期間 
(自  平成25年４月１日 

  至  平成25年９月30日) 
4,571,645 2,245  4,573,891

区分 受託(百万円) 自己(百万円) 合計(百万円) 

前第２四半期累計期間 
(自  平成24年４月１日 

  至  平成24年９月30日) 
3 －  3

当第２四半期累計期間 
(自  平成25年４月１日 

  至  平成25年９月30日) 
25 3,162  3,188

区分 受託(百万円) 自己(百万円) 合計(百万円) 

前第２四半期累計期間 
(自  平成24年４月１日 

  至  平成24年９月30日) 
12,167 －  12,167

当第２四半期累計期間 
(自  平成25年４月１日 

  至  平成25年９月30日) 
118,834 －  118,834

区分 指標連動証券(百万円) 新株予約権証券(百万円) 合計(百万円) 

前第２四半期累計期間 
(自  平成24年４月１日 

  至  平成24年９月30日) 
9 －  9

当第２四半期累計期間 
(自  平成25年４月１日 

  至  平成25年９月30日) 
94 88  183

区分 指標連動証券(百万円) 新株予約権証券(百万円) 合計(百万円) 

前第２四半期累計期間 
(自  平成24年４月１日 

  至  平成24年９月30日) 
9 －  9

当第２四半期累計期間 
(自  平成25年４月１日 

  至  平成25年９月30日) 
94 88  183

区分 
先物取引 オプション取引 

合計(百万円) 
受託(百万円) 自己(百万円) 受託(百万円) 自己(百万円) 

前第２四半期累計期間 
(自  平成24年４月１日 
  至  平成24年９月30日) 

290,190 － 2,173,949  －  2,464,139

当第２四半期累計期間 
(自  平成25年４月１日 
  至  平成25年９月30日) 

1,325,939 － 3,824,550  －  5,150,489

2013/11/12 11:34:3513957108_第２四半期報告書_20131112113407

- 7 -



１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号)に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成25年７月１日から平成

25年９月30日まで)および第２四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年９月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成25年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,627 7,091

預託金 576 551

営業貸付金 14,731 13,824

信用取引資産 11,823 15,472

信用取引貸付金 7,689 11,606

信用取引借証券担保金 4,133 3,866

たな卸資産 ※1  19 ※1  31

営業未収入金 1,807 2,669

有価証券 202 202

短期差入保証金 5,480 9,357

その他 680 467

貸倒引当金 △166 △101

流動資産合計 39,782 49,567

固定資産   

有形固定資産 1,743 1,734

無形固定資産   

ソフトウエア 6,170 5,703

その他 253 224

無形固定資産合計 6,424 5,928

投資その他の資産   

投資有価証券 2,862 2,992

その他 1,910 1,464

貸倒引当金 △188 △209

投資その他の資産合計 4,584 4,247

固定資産合計 12,752 11,910

資産合計 52,534 61,478

負債の部   

流動負債   

短期借入金 8,942 11,385

信用取引負債 8,047 9,466

信用取引借入金 2,113 3,035

信用取引貸証券受入金 5,933 6,431

有価証券担保借入金 250 355

有価証券貸借取引受入金 250 355

営業未払金 397 1,170

未払法人税等 504 226

短期受入保証金 4,962 8,566

賞与引当金 382 379

その他 2,123 1,870

流動負債合計 25,609 33,421
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成25年９月30日) 

固定負債   

退職給付引当金 1,120 1,140

その他 467 525

固定負債合計 1,587 1,666

特別法上の準備金   

金融商品取引責任準備金 243 427

特別法上の準備金合計 243 427

負債合計 27,440 35,515

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,903 8,903

資本剰余金 11,727 11,727

利益剰余金 3,125 3,866

自己株式 △53 △53

株主資本合計 23,703 24,443

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 581 686

土地再評価差額金 △0 △0

その他の包括利益累計額合計 581 686

新株予約権 22 32

少数株主持分 786 799

純資産合計 25,094 25,962

負債純資産合計 52,534 61,478
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成24年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日) 

営業収益 8,118 14,135

営業費用 5,032 9,190

営業総利益 3,086 4,945

一般管理費 ※1  2,783 ※1  3,600

営業利益 303 1,345

営業外収益   

受取利息 3 1

受取配当金 28 42

受取賃貸料 13 13

その他 19 24

営業外収益合計 63 81

営業外費用   

為替差損 － 0

その他 0 0

営業外費用合計 0 0

経常利益 367 1,427

特別利益   

投資有価証券売却益 － 44

受取解約違約金 － 42

保険解約返戻金 － 22

金融商品取引責任準備金戻入 373 －

その他 45 －

特別利益合計 419 109

特別損失   

固定資産除却損 0 2

投資有価証券評価損 7 49

子会社株式売却損 8 －

減損損失 45 1

金融商品取引責任準備金繰入れ － 184

その他 5 6

特別損失合計 68 244

税金等調整前四半期純利益 718 1,292

法人税、住民税及び事業税 233 231

法人税等調整額 △46 57

法人税等合計 187 288

少数株主損益調整前四半期純利益 531 1,004

少数株主利益 61 72

四半期純利益 469 931
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 531 1,004

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △205 104

為替換算調整勘定 4 －

その他の包括利益合計 △200 104

四半期包括利益 330 1,108

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 268 1,036

少数株主に係る四半期包括利益 61 72
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 718 1,292

減価償却費 939 986

減損損失 45 1

貸倒引当金の増減額（△は減少） 98 △28

賞与引当金の増減額（△は減少） 117 △2

退職給付引当金の増減額（△は減少） 38 19

金融商品取引責任準備金の増減額（△は減少） △373 184

受取利息及び受取配当金 △305 △378

支払利息 56 73

投資有価証券評価損益（△は益） 7 49

投資有価証券売却損益（△は益） － △40

子会社株式売却損益（△は益） 8 －

受取解約違約金 － △42

保険解約損益（△は益） － △22

預託金の増減額（△は増加） △134 25

営業貸付金の増減額（△は増加） △1,861 987

信用取引資産の増減額（△は増加） 1,869 △3,649

営業未収入金の増減額（△は増加） 418 △860

短期差入保証金の増減額（△は増加） △532 △3,870

信用取引負債の増減額（△は減少） △1,914 1,419

有価証券担保借入金の増減額（△は減少） △15 105

営業未払金の増減額（△は減少） △93 774

未払費用の増減額（△は減少） △564 △138

短期受入保証金の増減額（△は減少） 490 3,604

その他 △9 △6

小計 △995 484

利息及び配当金の受取額 322 352

解約違約金の受取額 － 42

利息の支払額 △53 △74

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △67 △491

営業活動によるキャッシュ・フロー △794 313
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △37 △96

無形固定資産の取得による支出 △173 △332

投資有価証券の売却による収入 － 202

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

△1,807 －

短期貸付金の回収による収入 900 －

保険積立金の解約による収入 － 187

その他 8 2

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,109 △36

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,383 2,443

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △190 △191

少数株主への配当金の支払額 △60 △60

その他 △3 △4

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,129 2,187

現金及び現金同等物に係る換算差額 2 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 227 2,464

現金及び現金同等物の期首残高 5,036 4,829

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  5,264 ※1  7,294
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※１  たな卸資産の内訳 

  

※１  一般管理費のうち主要な費目および金額は、次のとおりであります。 

  

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次

のとおりであります。 

  

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

  
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成25年９月30日) 

商品 百万円 1 百万円 2

仕掛品   〃 17   〃 29

（四半期連結損益計算書関係）

  
前第２四半期連結累計期間 
(自  平成24年４月１日 

  至  平成24年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自  平成25年４月１日 

  至  平成25年９月30日) 

従業員給料及び手当 百万円 1,044 百万円 1,135

賞与引当金繰入額   〃 166   〃 232

退職給付費用   〃 42   〃 55

貸倒引当金繰入額   〃 98   〃 △28

減価償却費   〃 72   〃 63

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第２四半期連結累計期間 
(自  平成24年４月１日 

  至  平成24年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自  平成25年４月１日 

  至  平成25年９月30日) 

現金及び預金 百万円 5,061 百万円 7,091

有価証券(ＭＭＦ等)   〃 202   〃 202

現金及び現金同等物   〃 5,264   〃 7,294
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前第２四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日) 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの 

  

３．株主資本の著しい変動 

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。 

  

当第２四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年９月30日) 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの 

  

３．株主資本の著しい変動 

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。 

  

Ⅰ  前第２四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日) 

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注) １  セグメント利益又は損失(△)の調整額33百万円には、セグメント間取引消去33百万円が含まれており

ます。 

２  セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

（株主資本等関係）

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月22日 

定時株主総会 
普通株式 190 7.5 平成24年３月31日 平成24年６月25日 利益剰余金

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年10月29日 

取締役会 
普通株式 190 7.5 平成24年９月30日 平成24年12月10日 利益剰余金

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月21日 

定時株主総会 
普通株式 190 7.5 平成25年３月31日 平成25年６月24日 利益剰余金

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年10月25日 

取締役会 
普通株式 190 7.5 平成25年９月30日 平成25年12月９日 利益剰余金

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  (単位：百万円)

  

報告セグメント 
調整額 
(注)１ 

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注)２ 

バック 
オフィス 

ＩＴ 
サービス 

証券 金融 計 

営業収益               

外部顧客への営業収益  3,778  3,531  623  185  8,118  －  8,118

セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

 39  26  －  －  66  △66  －

計  3,817  3,558  623  185  8,185  △66  8,118

セグメント利益 
又は損失(△) 

 23  213  34  △2  269  33  303
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２．報告セグメントごとの資産の情報 

「ＩＴサービス」セグメントにおいて、当第２四半期連結会計期間にケーシーエス株式会社を連結子会社とし

たことなどにより、セグメント資産は前連結会計年度の末日に比べ、3,474百万円増加しております。 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

(固定資産に係る重要な減損損失) 

(単位：百万円)

  

(のれんの金額の重要な変動) 

「ＩＴサービス」セグメントにおいて、当第２四半期連結会計期間にケーシーエス株式会社を連結子会社とした

ことにより、のれんを計上しております。なお、当該事象によるのれんの増加額は、当第２四半期連結累計期間

においては、269百万円であります。 

  

Ⅱ  当第２四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年９月30日) 

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注) １  セグメント利益の調整額△７百万円には、セグメント間取引消去△６百万円が含まれております。 

２  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの資産の情報 

該当事項はありません。 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

(固定資産に係る重要な減損損失) 

当第２四半期連結累計期間において、固定資産に係る重要な減損損失はありません。 

  

(のれんの金額の重要な変動) 

該当事項はありません。 

  

  バックオフィス ＩＴサービス 証券 金融 全社・消去 合計 

減損損失  45 0 － －  －  45

  (単位：百万円)

  

報告セグメント 
調整額 
(注)１ 

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注)２ 

バック 
オフィス 

ＩＴ 
サービス 

証券 金融 計 

営業収益               

外部顧客への営業収益  8,348  4,342  1,261  183  14,135  －  14,135

セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

 59  247  －  －  307  △307  －

計  8,408  4,590  1,261  183  14,443  △307  14,135

セグメント利益  823  217  161  150  1,353  △7  1,345
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１株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額および算定

上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

  

第58期(平成25年４月１日から平成26年３月31日まで)中間配当については、平成25年10月25日開催の取締役会にお

いて、平成25年９月30日を基準日として次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

（１株当たり情報）

項目 
前第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日 
  至  平成24年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日 

  至  平成25年９月30日) 

(1）１株当たり四半期純利益金額 円 銭18 43 円 銭 36 59

(算定上の基礎) 

四半期純利益金額(百万円) 469  931

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 469  931

普通株式の期中平均株式数(千株) 25,457  25,457

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 円 銭18 39 円 銭 36 49

(算定上の基礎) 

四半期純利益調整額(百万円) －  －

普通株式増加数(千株) 59  73

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計

年度末から重要な変動があったものの概要 

－ － 

２【その他】

① 配当金の総額 百万円190

② １株当たりの金額 ７円50銭

③ 支払請求権の効力発生日および支払開始日 平成25年12月９日
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該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社だいこ

う証券ビジネスの平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成25年７月

１日から平成25年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年９月30日まで)に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キ

ャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社だいこう証券ビジネス及び連結子会社の平成25年９月30日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成25年11月12日

株式会社だいこう証券ビジネス 

取締役会  御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 草    加    健    司    印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 山    川    幸    康    印 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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【表紙】

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成25年11月12日 

【会社名】 株式会社だいこう証券ビジネス 

【英訳名】 Daiko Clearing Services Corporation 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長    多  田      斎 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋兜町13番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
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当社代表取締役社長多田斎は、当社の第58期第２四半期(自  平成25年７月１日  至  平成25年９月30日)の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】
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